
 

２１年度

245
＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

４

今後の
方向性

依然として、不登校・いじめ・非行などで悩む児童生徒や家族は多く、専門的な知識や経験を有する相談員に
よる相談活動はますます重要となる。そのためには、教育相談の資格を有する常勤で経験豊かな相談員の配
置、児童生徒の多様化する問題に的確に対応するため、臨床心理士の資格を有する職員の継続的な配置や
問題を的確に判断するための客観的で適正な心理検査の実施、また、それを活用する研修会開催など、教育
相談事業の一層の充実を図っていく。

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

不登校・いじめ・非行等の悩む児童生徒や保護者にとって、学校と密接な
関係にある教育センターの教育相談は必要不可欠なものである。また、学
校や関係機関との連携を図りながら相談活動を実施し、限られた相談員が
多くの相談にあたり、効率の良い教育相談が実施されコスト効率は高い。

４

保護者や児童生徒の相談に的確に対応し、その問題や悩みを解消してい
る。関係機関と連携し、市の施策への貢献度は高い。特に教育センターの
相談活動は、学校との密接な連携を図る役割として他の機関にはない独
自性を持つものである。総合的にその目標は達成している。
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１　事務事業の基本事項

平成２１年度教育委員会事務点検評価（平成２０年度実施事務事業）評価表
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３　事務事業の実施状況と成果
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不登校・いじめ・非行等の問題行動は依然として厳しい状況にある。これらの問題行動の防止や対策につい
て、学校と連携を図りながら組織的・継続的に取り組んでいくことが求められている。

保護者や児童生徒に対する相談を通して、不登校・いじめ・非行等の悩みの解決を行うとともに、適応指導
教室での指導により、学校生活への復帰を図る。
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５　事務事業の評価

評価の視点

245

４
前年度

学校訪問時等、極力自転車を利用するように心がけている。 ４

不登校・いじめ・非行などで悩む児童生徒や保護者に対して、電話相談、来所相談及び訪問相談を行ってい
る。また、不登校で悩む児童生徒を対象に、適応指導教室において学校復帰に向けた指導を積み重ねてい
る。
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（前年度方向性評価）
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・携帯端末、インターネットによるいじめにも注意したい。「情報モラル」の教育は、保護者にも子どもにも必要である。
・必要度の高い事業である。学校だけで問題解決を図ろうとするのではなく、(スクール）ソーシャルワーカーなど、様々な
機関・スタッフと連携し進める事業として検討すべきである。

評価理由

不登校・いじめ・非行等の悩みの解決を図るためには、教育相談活動が重
要である。また、核家族化や少子化などんの問題から生ずる数々の相談に
ついて的確に対応できる機関として教育センターの教育相談は問題を抱え
る児童生徒や保護者にとって不可欠な事業である。４
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６　その他　（学識経験者の意見等）

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理


